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 (単位：千円)

短期貸付金

前払費用

未収金

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物 固定負債

建物附属設備 社債

構築物 長期借入金

機械及び装置 債権流動化に伴う長期支払債務

車両運搬具 預り保証金

器具及び備品 退職給付引当金

土地 役員退職慰労引当金

無形固定資産 資産除去債務

ソフトウェア その他

電話加入権 負債合計

投資その他の資産

関係会社株式

長期貸付金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

貸　借　対　照　表

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

(令和3年12月31日現在)

流動資産 356,470,609 流動負債 155,763,741

現金及び預金 5,637,721 買掛金 459,843

売掛金 11,803,925 短期借入金 52,000,000

割賦売掛金 284,855,327 コマーシャル・ペーパー 24,498,879

リース投資資産 32,988,639 一年以内償還予定社債 8,599,610

リース債権 990,935 債権流動化に伴う支払債務 53,383,407

12,061,451 リース債務 232,557

前渡金 8,548,494 未払金 487,339

52,156 未払費用 597,345

1,256,342 未払法人税等 693,630

253,041 前受金 1,746,534

△953,483 預り金 389,823

残価引当金 △1,023,942 繰延割賦利息収益 12,157,534

6,875,055 賞与引当金 133,890

1,272,755 その他 383,345

143,267 185,664,952

66,984 3,000,000

7,095 107,000,000

2,400 72,215,557

68,514 2,845,324

138,629 313,192

845,862 147,254

772,604 126,749

772,604 16,874

0 341,428,694

4,829,695 （純資産の部）

20,000 株主資本 21,924,100

110,740 資本金 1,010,000

長期前払費用 1,675,592 利益剰余金 20,914,100

長期差入保証金 1,529,820 利益準備金 252,500

繰延税金資産 1,494,530 20,661,600

貸倒引当金 △988 20,661,600

評価・換算差額等 △7,129

繰延ヘッジ損益 △7,129

純資産合計 21,916,970

資産合計 363,345,665 負債・純資産合計 363,345,665
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 (単位：千円)

当期純利益 2,720,258    

法人税､住民税及び事業税 1,490,267    

法人税等調整額 △ 255,106    1,235,161    

固定資産除売却損 2,724    2,724    

税引前当期純利益 3,955,419    

固定資産売却益 4,429    4,429    

特別損失

特別利益

受取利息 247    247    

経常利益 3,953,713    

営業外収益

販売費及び一般管理費 6,586,062    7,443,906    

営業利益 3,953,466    

社債利息 35,138    

営業費用

支払利息 822,705    

その他 332,650    11,397,372    

クレジットカード手数料収益 9,110    

保険手数料収益 1,030,926    

リース収益 840,294    

不動産賃貸収益 271,981    

割賦利息収益 8,607,154    

融資収益 305,254    

損　益　計　算　書
(令和3年1月1日から令和3年12月31日まで) 

科　　目 金　　額

営業収益
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(単位：千円) 

1,010,000    252,500    24,641,342    24,893,842    25,903,842    △ 38,673    25,865,169    

△ 6,700,000    △ 6,700,000    △ 6,700,000    △ 6,700,000    

2,720,258    2,720,258    2,720,258    2,720,258    

31,543    31,543    

△ 3,979,741    △ 3,979,741    △ 3,979,741    31,543    △ 3,948,198    

1,010,000    252,500    20,661,600    20,914,100    21,924,100    △ 7,129    21,916,970    

(注)その他利益剰余金はすべて繰越利益剰余金であります。

株主資本等変動計算書
        (令和3年1月1日から令和3年12月31日まで) 

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金 繰延ヘッジ損益
利益準備金

その他利益
剰余金(注)

利益剰余金
合計

株主資本
合計

当期首残高

 剰余金の配当

当期末残高

利益剰余金

当期変動額

 当期純利益

 株主資本以外の
 当期変動額（純額）

 当期変動額合計
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重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

(1)  子会社株式：原価法 

(2)  デリバティブ：時価法 

２． 固定資産の減価償却の方法 

(1)  有形固定資産：定率法 

ただし、建物については、残存価額を見積処分価額または零とし、見積使用期間に基づく定額法

を採用しております。 

(2)  無形固定資産 

ソフトウェア：社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

３． 引当金の計上基準 

(1)  貸倒引当金：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(2)  残価引当金：当社が負担する残価変動損リスクに備えるため、当該評価損失見込額を計上してお

ります。 

(3)  賞与引当金：従業員の賞与の支出に備えるため、翌事業年度の賞与支給見込額のうち当事業年度

に帰属する部分の金額（実際支給見込基準）を計上しております。 

(4)  退職給付引当金：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

を計上しております。数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間の年

数に基づき、定額法により按分した額を発生の翌事業年度より費用処理しております。また、過

去勤務費用は、発生年度に一括費用処理をしております。 

(5)  役員退職慰労引当金：役員退職慰労金の支出に備えるため、当事業年度末における役員に対する

退職慰労金債務の見込額を計上しております。 

４． 収益及び費用の計上基準 

(1)  割賦利息収益の計上基準：期日到来基準によっております。 

(2)  ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準：売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分

する方法によっております。 

５． ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

６． 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等につ

いては、当事業年度の費用として処理しております。 
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貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産及び対応する債務 

(1)担保に供している資産 

割賦売掛金 149,892,594千円 

前渡金 8,548,494千円 

長期差入保証金 1,297,000千円 

(2)担保提供資産に対応する債務 

債権流動化に伴う支払債務 53,383,407千円 

債権流動化に伴う長期支払債務 72,215,557千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額                     903,669千円 

３. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 172,817千円 

長期金銭債権 70,405千円 

短期金銭債務 141,348千円 

４．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引 

営業収益その他 5,101千円 

販売費及び一般管理費 812,345千円 

２．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度末における発行済株式の数 

普通株式 20,200株 

２．配当に関する事項 

決 議 株式の 

種 類 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 

基準日 効力発生日 

令和3年12月1日 

臨時株主総会 

普通 

株式 

6,700,000 331,683 － 令和3年12月10日 

（注）基準日は設定しておりません。配当の効力発生日時点の株主へ配当を実施しております。 

３．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な要因は、貸倒引当金、残価引当金、前払費用、減価償却限度超過額等の否認

によるものです。 
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金融商品に関する注記 

１． 金融商品の状況に関する事項 

(1)  金融商品に関する取組方針等 

 当社が保有する金融資産は、主に割賦取引、リース取引、金融取引に係る債権であり、資金調

達は銀行借入等による間接金融のほか、社債やコマーシャル・ペーパーの発行、債権流動化によ

る直接金融によっております。 

 取引先の契約不履行によってもたらされる信用リスクを低減するため、当社の与信管理規程に

基づき、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに定期的に信用状況を把握する体制を

とっております。 

 資産運用と資金調達の金利形態や契約期間等のミスマッチによって発生する金利変動リスクを

適正に管理運営するため、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行っております。デリバティ

ブ取引については、金利変動リスクをヘッジするために取組んでおり、投機的な取引及び短期的

な売買損益を得る取引は行っておりません。 

 資金調達に係る流動性リスクについては、当社の資金流動性リスク管理規程に従い管理すると

ともに、資金調達手段の多様化を進めることで、資金流動性の確保に努めております。 

(2)  金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。また、「２．金融商品

の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体

がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 
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２． 金融商品の時価等に関する事項 

令和3年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注2)参照）。 

（単位: 千円） 

 貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

(1) 現金及び預金 5,637,721   5,637,721 － 
(2) 売掛金 11,803,925        
    貸倒引当金 (※1) △57,411   
 11,746,514 11,746,514 － 
(3) 割賦売掛金 284,855,327     
    繰延割賦利息収益 △12,157,534   
    残価引当金 (※1) △1,023,942   
    貸倒引当金 (※1) △813,204   
 270,860,647 262,357,285 △8,503,362 
(4) リース投資資産 32,988,639      
    貸倒引当金 (※1) △60,857   
 32,927,782 30,972,877 △1,954,905 
(5) リース債権 990,935 1,431,403 440,468 
(6) 短期貸付金 12,061,451         
    貸倒引当金 (※1) △22,009   
 12,039,442 12,039,442 － 
(7) 長期貸付金 (※2) 110,740   
    貸倒引当金 (※1) △988   
 109,752 110,739 987 
資産計 334,312,793 324,295,981 △10,016,812 
(1) 買掛金 459,843    459,843 － 
(2) 短期借入金 16,000,000    16,000,000 － 
(3) コマーシャル・ペーパー(※3) 24,498,879 24,500,000 △1,121 
(4) リース債務 232,557 240,731 △8,174 
(5) 社債 (※4) 11,599,610 11,587,123 12,487 
(6) 長期借入金 (※5) 143,000,000 142,843,072 156,928 
(7) 債権流動化に伴う長期支払債務 (※6) 125,598,964 125,370,480 228,484 
負債計 321,389,853 321,001,249 388,604 
デリバティブ取引 (※7)    
ヘッジ会計が適用されているもの △10,276 △10,276 － 
デリバティブ取引計 △10,276 △10,276 － 

(※1) 売掛金、割賦売掛金、リース投資資産、短期貸付金及び長期貸付金は、それぞれに対応する貸倒

引当金または残価引当金を控除しております。 

(※2) 長期貸付金には、１年内回収予定の長期貸付金を含めております。 

(※3) コマーシャル・ペーパーの貸借対照表計上額は、金利調整による割引料を控除しております。 

(※4) 社債には、１年内償還予定の社債を含めております。 

(※5) 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。 

(※6) 債権流動化に伴う長期支払債務には、債権流動化に伴う支払債務を含めております。 

(※7) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は、純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、△で示しております。 
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(注1) 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 

    資産 

(1)現金及び預金、(2)売掛金及び(6)短期貸付金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(3)割賦売掛金、(4)リース投資資産、(5)リース債権及び(7)長期貸付金 

これらは固定金利等によるため、金融債権の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の

合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される利率等で割り引いて時価を算定しております。 

負債 

(1)買掛金及び(2)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(3)コマーシャル・ペーパー 

これらは短期間で決済されるため、時価は額面価額によっております。 

(4)リース債務 

リース債務については、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される利率で割り引い

て時価を算定しております。 

(5)社債 

社債については、元利金の合計額を同様の社債を発行した場合に想定される利率で割り引いて時価を

算定しております。 

(6)長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社の信用状態は実行

後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額に

よっております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額

を同様の借入において想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 

(7)債権流動化に伴う長期支払債務 

債権流動化に伴う長期支払債務については、一定の期間ごとに区分した当該債権流動化に伴う支払債

務の元利金の合計額を同様の債権流動化を行った場合において想定される利率で割り引いて時価を算

定しております。 
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デリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されているもの 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの当事業年度末におけ

る契約額または契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。 

(a) 金利関連 

（単位：千円） 

ヘッジ会

計の方法 

デリバティブ 

取引の種類等 

主なヘッジ 

対象 

契約額等 
時価（*） 

 うち１年超 

原則的 

処理方法 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 

短期借入金 

社債 

長期借入金 

 

14,000,000 

 

4,000,000 

 

△10,276 

合計 14,000,000 4,000,000 △10,276 

（*）時価は、割引現在価値等により算定しております。 

 

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

① 非上場株式である関係会社株式（貸借対照表計上額20,000千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価注記

の対象としておりません。 

② 預り保証金（貸借対照表計上額2,845,324千円）は、取引先から預かっている取引保証金及び不動産賃

貸に伴う預り敷金であり、返還の時期を特定することは困難であることから、将来キャッシュ･フロー

を見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価注記の対象として

おりません。 

 

賃貸等不動産に関する注記 

１． 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都その他の地域において、賃貸用の店舗建物及びオフィスビル（土地を含む。）を有し

ております。 

２． 賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位: 千円） 

貸借対照表計上額 

当期末の時価 
当期首残高 当期増減額 当期末残高 

1,021,139 △15,619 1,005,520 1,276,595  

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

(注2) 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む。）であります。 
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関連当事者との取引に関する注記 

                      （単位：千円) 

属性 名称 
議決権等の所有 

(被所有)割合 
関連当事者との関係 取引の内容 

取引金額 

（注5） 
科目 期末残高 

親会社 フォルクスワーゲン・ 

ファイナンシャル・ 

サービシズ ・ 

アーゲー 

被所有 

間接 100% 

・コマーシャル・ペー 

パー及び社債の発行 

に伴う被保証 

 

債務被保証 (注1) 36,098,490 － － 

 保証料の支払 (注1) 24,027 － － 

親会社の 

子会社 

フォルクスワーゲン 

グループ 

ジャパン株式会社 

なし ・割賦販売に係る 

低金利補填金の受取 

・売掛債権の買取 

 

低金利補填金の 

受取  (注2) 

1,456,381 未収金 130,260 

 債権買取額 

(注2) 

132,937,845 買掛金 － 

債権買取手数料 

の受取  (注2) 

56,400 未収金 2,236 

親会社の 

子会社 

アウディ ジャパン 

株式会社 

 

なし 

 

 

・割賦販売に係る 

低金利補填金の受取 

・売掛債権の買取 

低金利補填金の 

受取 (注2) 

2,090,643 未収金 189,931 

 債権買取額 

(注2) 

125,000,928 買掛金 － 

債権買取手数料 

の受取(注2) 

112,683 未収金 2,138 

親会社の 

子会社 

フォルクスワーゲン 

ジャパン販売 

株式会社 

なし ・オートリース 

・売掛債権の買取 

・資金の貸付 

リース車両の購入 

(注3) 

903,961 買掛金 － 

債権買取額 

(注6) 

328,801 売掛金 328,801 

資金の貸付 (注4) － 短期貸付金 180,000 

資金の回収 － 

 貸付金の利息の 

受取 (注4) 

578 前受収益 130 

親会社の 

子会社 

アウディ ジャパン 

販売株式会社 

なし ・オートリース 

・売掛債権の買取 

・資金の貸付 

リース車両の購入 

(注3) 

2,507,618 買掛金 － 

債権買取額 

(注6) 

1,186,522 売掛金 1,186,522 

資金の貸付 (注4) 4,122,078 短期貸付金 1,951,999 

資金の回収 5,437,140 

 貸付金の利息の 

受取 (注4) 

8,230 前受収益 932 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注1) 保証率の料率は、フォルクスワーゲン・ファイナンシャル・サービシズ・アーゲーから提示された料率に基づき交渉の上、

決定しております。 
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(注2) 割賦販売に係る低金利補填金の受取及び債権買取の条件は、一般市中金利等を勘案してその都度交渉の上、決定しております。 

(注3) リース取引の条件は、一般市中金利等を勘案して一般的取引条件と同等に決定しております。 

(注4) 資金の貸付および借入の利率は、市場金利を勘案して決定しております。 

(注5) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

(注6) これらは、フォルクスワーゲングループジャパン株式会社ならびにアウディジャパン株式会社より買い取った車両債権の 

うち、原債務者がフォルクスワーゲンジャパン販売株式会社ならびにアウディジャパン販売株式会社となっている金額と 

なります。 

 

債務保証に関する注記 

ランボルギーニ車両購入債権に対して、次のとおり債務保証を行っています。 

債務保証の極度額は次のとおりです。 

                                                                                                                                                                                 

アール・ピー・エム株式会社 419,372千円 

株式会社コリーダモータース 526,872千円 

株式会社光岡自動車 763,877千円 

コーンズ・モータース株式会社 791,255千円 

ボロネーゼ株式会社 1,004,753千円 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 1,084,998円56銭 

１株当たり当期純利益 134,666円24銭  

 

追加情報 

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積もり） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響については、現時点において、今後の広がり方や収束時期に

ついて合理的な予測は困難ですが、当社は、2022年内に市場が徐々に回復していくとの仮定のもと、繰延税金

資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。 
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１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 

                                                                        (単位 : 千円) 

 

（注1） 当期の器具・備品の増加額は、主に社内ネットワーク機器の更改によるものであります。 

（注2） 当期のソフトウェアの増加額は、主にディーラー支援システム（EVAS）の追加開発によるものであります。 

 

 

 

 

区
分 

資産の種類 
期首 

帳簿価額 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期 

償却額 

期末 

帳簿価額 

減価償却 

累計額 

期末 

取得原価 

 
 
 

有
形
固
定
資
産 

建物 151,781 － － 8,513 143,267 336,254 479,522 

建物附属設備 77,156 － － 10,171 66,984 213,116 280,101 

構築物 7,770 － － 674 7,095 39,351 46,447 

機械及び装置 2,394 5 － － 2,400 45,605 48,005 

車両運搬具 72,668 40,368 18,826 25,696 68,514 54,765 123,280 

器具及び備品 102,151 69,249 3,350 29,419 138,629 214,575 353,205 

土地 845,862 － － － 845,862 － 845,862 

建設仮勘定 － － － － － － － 

計 1,259,784 109,623 22,177 74,475 1,272,755 903,669 2,176,425 

無
形
固
定
資
産 

ソフトウェア 866,120 223,825 － 317,341 772,604    

   

   

   

 

電話加入権 0 － － － 0 

計 866,120 223,825 － 317,341 772,604 
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２．引当金の明細 

(単位：千円) 

区分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

貸倒引当金 588,908 954,471     － 588,908 954,471 

残価引当金 942,393 1,023,942     － 942,393 1,023,942 

賞与引当金 138,344 133,890 138,344 － 133,890 

退職給付引当金 325,424 50,572 62,805     － 313,192 

役員退職慰労引当金 140,012 7,242     －     － 147,254 

(注) 貸倒引当金、残価引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 / 19 



  

 

３．販売費及び一般管理費の明細 

(単位：千円) 

科目 金額 摘要 

販売促進費 216,102  

給料諸手当 1,045,042  

旅費交通費 45,872  

保証料 1,983,541  

業務委託費 613,542  

諸手数料 17,736  

賃借料 320,683  

減価償却費 386,466  

EDP 関連費 886,366  

通信費 309,322  

会議費 10,506  

印刷費 3,976  

図書研修費 8,175  

租税公課 186,460  

貸倒引当金繰入額 365,563  

残価引当金繰入額 81,548  

その他販売費及び一般管理費 105,155  

計 6,586,062  
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